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答弁（町長）　財政推計では「 70％」と出ている

問 水道料金改定の目標とする最終値上幅とその
時期、改定回数はどれくらいか。
答（町長）老朽管更新事業に伴う耐震化、大規
模な浄水場の更新で多額な費用がかかり、この
ままでは、補填財源不足や収益が赤字になるな
ど、財政難に陥ることが予測される。20年後の
目標財政数値で財政推計を行ったところ「現状
の料金から70％の値上げ、値上げ回数は初回の
令和６年度を含め３回」との結果が出ている。
　なお、最終的な料金と回数は、令和４年度の
決算状況による試算を実施し、６月中に算出す
る予定である。
問 ６月１日に電気料金が上がり、政府の負担軽
減策により急激な負担増とはならないものの、
この軽減策も10月以降は未定とのことである。
また来年度には、今年の３月議会で引き下げを
強く迫った介護保険料の改定も予定されている
中で、今回の水道料金改定は町民にとって重大
な事項である。値上幅を見直すことはできない
か。今後の料金改定回数ごとの割合と、下水道
使用料への影響も伺う。
答（上下水道課長）安定・安心した水を供給す
るため、施設の更新等も踏まえた中で、値上げ
に踏み切った。経営戦略では、令和６年度に
30％、令和13年度に30％、令和17年度に
10％と見込んでおり、段階的に引き上げていき
たい。
答（副町長）下水道使用料の値上げは、今回予
定していないが、将来的には値上げの必要はある。

答（町長）値上げは避けたいが、様々な計画の
中で致し方ない。近隣市も値上げしている。供
給責任を全うするためにも住民への説明責任を
果たし、納得していただけるよう努めていきたい。

利根川新橋建設の今後

問 「利根川に新橋整備、千代田〜埼玉熊谷間、
知事表明」との報道があったが、町長は玉村町
の新橋整備を今後どのように進めていくのか。
答（町長）県央南部地域連絡道路・新橋建設促
進協議会による事業化に向けた県への要望活動
を、今後も継続して行っていきたい。
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答弁（教育長）　人的、物的な環境を整備している

問 文部科学省の発表によると、通常学級におけ
る支援を必要とする児童生徒の割合が、6.5％
から8.8％に上昇している。
　特別支援教育の充実として、支援を必要とし
ている児童生徒に対する人的な配置及び対応は
どのように行われているか。
答（教育長）町内の学校には15の特別支援学級
の設置があり、個別の支援計画を作成し、適切
なサポートを行えるよう人的、物的な環境を整
備している。
　通常学級に在籍しながら個別の支援が必要な
児童生徒に対しては、幼児から中学生までを対
象とした通級指導教室を校種ごとに設置してお
り、令和５年４月末時点で、幼児83名、小学生
97名、中学生12名が支援を受けている。
　人的な支援は、県費の特別支援教育の担任教

諭に加えて、町費での任用による補助員及び介
助員を合計で21名配置している。また、通常学
級において個別の支援が必要な児童に対しては、
介助員を各小学校に１名ずつ配置している。
問 県教育委員会もフリースクールの役割の重要
性を認め、その支援に乗り出している。町もフリー
スクールへの事業運営費等の支援を行っていく
考えはあるか。
答（教育長）フリースクール等の民間施設への
経済的支援を行政が行うことについては、対象
となる施設の状況や補助対象の基準などに課題
がある。県教育委員会の支援事業や他市町村の
状況について情報収集しながら、慎重に研究し
ていく必要があると考えている。

ホームページ改善・イベント情報発信

問 町のホームページから町内の催しを検索して
も見つけづらい。催し一覧のページを開設する
などの改善はできないか。
答（町長）行政主催の催しは、「催し・募集」の
カテゴリで確認できる。また、管理または業務
を委託している北部公園、住民活動サポートセ
ンター「ぱる」については、同じカテゴリ内に該
当団体のホームページへリンクさせることにより、
確認できるようにした。

多様な教育の場を提供している教育支援センター 
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